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物品 競争見積 令和5年度　特定健康診査受診勧奨通知等 6月13日 総価 2,297,130円 ヤマシロ印刷

本件業務可能で本市に業者登録のあ
る業者のうち、本業務に参加実績の
ある3者から最も安価なヤマシロ印刷
を選定した。

本案件は一度入札を行ったが、5月17日参加業者
の辞退により、入札不調となった。特定健診の対象
者に対し、健診の実施期間内に受診勧奨を行う必
要性があり、改めて入札となると編集・印刷のスケ
ジュール上、納入が間に合わないことから、緊急課
長委任案件にて対応する。

健康づくり推進課

物品 競争見積
ネットワーク管理ソフトウエア保守ライセン
ス

5月15日 総価 1,271,985円 京都電子計算㈱

宇治市入札参加資格者名簿に登録
のある者のうち、緊急に対応可能な
三者から見積もりを取得し、最も安価
な業者を選定した。

入札が不調となり、改めて入札を実施した場合、現
行ライセンスの期限である令和5年5月31日までに
新たなライセンスを調達することが困難なため、緊
急での契約とした。

デジタル政策課

物品 競争見積 宇治市議会だより 4月3日 総価 834,292円 アイネスプリント

現在契約をしている業者と過去に実
績のある業者に見積を依頼したとこ
ろ、最も安価であったアイネスプリント
を選定した

令和5年度分の議会だよりについては、3月に見積
を行ったが、不調となった。改めて発注となると、6
月1日号の納入が間に合わないことから、早急に契
約を行う必要があった。

議会事務局

物品 競争見積
宇治市政だより（4月15日号から6月1日号ま
で）

4月3日 総価 3,035,440円 アイネスプリント

市政だより（4/15号～6/1号）の印刷
製本について、令和4年度の受注業
者および過去に実績等がある市内業
者2社の計3社に見積を依頼したとこ
ろ、2社から提出があり（1社辞退）、最
低価格の見積書の提出があったアイ
ネスプリントを選定した。

市政だよりの印刷製本は通常、4/15号～翌年4/1
号の計24号分をまとめて契約しているが、今回、
3/17（金）の見積が不調となった。改めて発注とな
ると、4/15号から6/1号の印刷が間に合わないこと
から、早急に対応するため緊急で行ったものである

秘書広報課

物品 競争見積
宇治市源氏物語ミュージアム空調機器賃貸
借

4月14日 総価 21,010,000円 イーライフ㈲

本市入札参加者資格名簿に登録が
あり、本業務が履行可能な業者5者に
見積を依頼し、最も安価な業者を選定
した。

宇治市源氏物語ミュージアム空調機器改修工事
が、当初契約工期の令和５年３月から完成が遅れ
ることに伴い、館内大半の場所で空調運転開始が
遅れることになった。例年の気候を勘案すると、暑
さ対策としてゴールデンウイークまでに仮設の空調
機器を設置する必要があり、迅速な対応が求めら
れるため。

源氏物語ミュージ
アム

役務 特命随意契約
宇治市在宅ねたきり者リサイクル福祉用具
貸与事業業務委託

4月1日 単価 40,000円 ㈱新日本建機
見積の結果不調となり、新たな見積を
行い契約するまでの間、現契約者と
契約するもの。

本業務は、貸与済みの福祉用具の搬出作業や急
な不具合時の点検などの利用者対応があるため、
切れ目なく行われなければならず、4月1日からの
契約が必要であるが、再発注にあたり通常の見積
での日程では間に合わないため緊急で対応した。

長寿生きがい課

役務 特命随意契約
宇治市中学生カムループス市訪問団派遣
に係る旅行手配等業務委託

5月22日 総価 4,441,155円 ㈱ＪＴＢ　京都中央支店

先の競争入札にて応札のあった㈱ＪＴ
Ｂ京都中央支店及び㈱日本旅行京都
四条支店に問い合わせ、現時点で航
空券の確保をはじめとした業務遂行
が可能な業者として、㈱ＪＴＢ京都中
央支店を選定した。

５月１０日に入札を行ったが、落札業者が契約を辞
退したため、再度委託業者を選定する必要が生じ
た。出発日等を考慮すると早急に航空券の確保等
の手続きが必要なため、緊急課長委任案件として
対応した。

秘書広報課

役務 特命随意契約
カムループス市公式訪問団（行政訪問団）
派遣に係る旅行手配等業務委託

5月22日 総価 2,516,280円 ㈱ＪＴＢ　京都中央支店

先の競争入札にて応札のあった㈱ＪＴ
Ｂ京都中央支店及び㈱日本旅行京都
四条支店に問い合わせ、現時点で航
空券の確保をはじめとした業務遂行
が可能な業者として、㈱ＪＴＢ京都中
央支店を選定した。

５月１０日に入札を行ったが、落札業者が契約を辞
退したため、再度委託業者を選定する必要が生じ
た。出発日等を考慮すると早急に航空券の確保等
の手続きが必要なため、緊急課長委任案件として
対応した。

秘書広報課

役務 特命随意契約 宇治市ふるさと納税業務委託 4月1日 単価 5％ ㈱ＪＴＢ　京都中央支店

寄附者や返礼品提供事業者の混乱を
避け、円滑に対応できる事業者は令
和４年度の受注業者である株式会社
ＪＴＢのみであることから同者を選定し
た。

簡易公募型競争見積にて契約に至らず、再発注ま
での３か月程度、委託するポータルサイトで寄附の
受付ができない状況を避けるため、緊急で対応し
た。

政策戦略課
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役務 特命随意契約 琵琶ポンプ場No.2送水ポンプ緊急修繕 4月28日 総価 4,147,000円 関西日立㈱

当該ポンプは日立製作所製であり、
緊急で部品の調達及び修繕が可能で
あるのが、関西日立株式会社である
ため。

当該ポンプが過負荷で運転停止となり、調査したと
ころポンプの破損が判明しました。最重要ポンプ場
であるため、最短で運転復帰するため、工場へ搬
出し、緊急修繕を行うものです。

水管理センター

役務 特命随意契約
子育て世帯生活支援特別給付金支給に伴
う児童福祉システム改修業務委託

5月23日 総価 2,046,000円 ㈱両備システムズ

本市が現在運用している児童福祉シ
ステムの著作権は、当該システムを
開発した株式会社両備システムズに
帰属しています。
情報システムの改修に際しては、著
作権法第20条第1項の規定により著
作者の同意が必要であるため、今回
委託業務を履行可能な業者は、著作
者である現行システムの開発業者の
みとなります。よって、本案件は株式
会社両備システムズとの特命随意契
約を行うものです。

コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面す
る低所得の子育て世帯に対する国の緊急対策とい
う制度の趣旨から、把握できる対象者には可能な
限り５月までに支給するよう国から示されており、
予算議決日の5月22日から迅速な対応が必要で
あったため緊急での契約とした。

こども福祉課

役務 特命随意契約 市道山王仙郷谷線ほか保安業務 6月2日 総価 1,512,060円 ㈱カナヤマ建設

件名市道の応急対策工事を府が委託
する㈱カナヤマ建設が行うため、同時
に市道の通行規制及び保安設備の
設置を行うことで、府との迅速な調整
や経費削減が可能な同社を選定し
た。

令和5年6月2日(金)の集中豪雨により件名市道に
接する法面の上段に位置する府道大津南郷宇治
線が被災し崖崩れが発生し、下段に位置する件名
市道にも影響があったため市道の一時通行止め
や安全確保を行った。

維持課

役務 特命随意契約 №２低段汚水ポンプ吐出弁緊急取替修繕 6月21日 総価 2,827,000円
㈱前澤エンジニアリング
サービス　大阪営業所

当該吐出弁の製造メーカである前澤
工業株式会社の整備部門を担ってい
る前澤エンジニアリングサービス株式
会社でなければ、電動弁開閉機を含
めた吐出弁全体の調整ができないた
め。

№２低段汚水ポンプの吐出弁と電動開閉機の接続
部破損により、ポンプが作動しなくなった。低段汚
水ポンプは、浄化センターに流入する汚水を処理
する最重要設備の一つであり、早急に正常な状態
に戻す必要があるため。

水管理センター

役務 特命随意契約
令和5年度物価高騰対策給付金に係るシス
テム開発等業務委託

6月30日 総価 3,421,000円
㈱ケーケーシー情報シス
テム

京都府共同利用型市町村基幹業務
支援システムの本市独自の開発部分
の改修案件になることから、著作権を
保有する京都府共同利用型市町村基
幹業務支援システム開発共同企業体
において、同システムの著作権の行
使を許諾されている㈱ケーケーシー
情報システムを選定した。

物価高騰による低所得者支援とした国の緊急対策
という制度の趣旨から、速やかな給付が必要であ
り、予算議決の６月３０日から迅速な対応が必要
だったことから緊急での契約とした。

地域福祉課

工事 特命随意契約 宇治矢落損壊擁壁本復旧工事（その２） 4月1日 総価 10,529,200円 ㈱大久建設

「令和4年度 宇治矢落損壊擁壁本復
旧工事」の受注者で現場状況等を熟
知し、早急な対応が可能な（株）大久
建設を選定するものである。

本工事は、過年度の大雨により損壊した民地に隣
接する擁壁の本復旧工事であり、昨年度に実施し
た本復旧の残工事である。
昨年度の「宇治矢落損壊擁壁本復旧工事」では、３
月に掘削した土から産業廃棄物が確認され、処分
先の選定や工程の見直し等が必要となり、年度内
完了が困難となったため、一部の工事を残し土留
構造物の設置までで工事を終了させた。
その産業廃棄物の処分等については見通しが立っ
たものの、擁壁の本復旧工事に必要不可欠な民地
の借地協力期間の制約が今年の５月末までのた
め、早期に工事を完了させる必要がある。

道路建設課
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